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令和７年度地域における受入環境整備促進事業補助金 

「交通サービス利便向上促進事業」 

交付規程 

令和７年４月１８日 

 

「交通ＤＸ・ＧＸによる経営改善支援事業等」事務局 

  （株式会社東急エージェンシー） 

 

（通則） 

第１条 地域における受入環境整備促進事業補助金（交通サービス利便向上促進事業）（以下「補助

金」という。）の交付については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号。

以下「適正化法施行令」という。）並びに地域における受入環境整備促進事業補助金交付要綱（以

下「交付要綱」という。）及びその他の法令の定めによるほか、この規程の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 株式会社東急エージェンシー（以下「事務局」という。）は、令和６年度第一次補正予算

に限り、別表に掲げる旅客自動車運送事業者等が交通サービス利便向上促進事業を行う場合に

おいては、この条から第２３条までに定めるところにより、予算の範囲内において当該事業を行

う者（以下この条から第２３条までにおいて「間接補助対象事業者」という。）に対し補助金を

交付する。なお、この規程は、事務局が行う次条以降に基づく補助金の交付手続き等を定め、も

ってその業務の適正かつ確実な処理を図るものである。 

 

（補助対象期間の始期） 

第３条 交通サービス利便向上促進事業に対する支援における補助対象期間の始期は、令和７年３

月 31日とする。 

 

（交通サービス利便向上促進事業計画の提出） 

第４条 間接補助対象事業者は、交通サービス利便向上促進事業を行う際は、公募要領等に定める

ところにより交通サービス利便向上促進事業の概要を、補助金交付申請時に事務局へ提出しなけ

ればならない。 

 

（補助対象事業等） 

第５条 事務局は、補助対象事業に必要な経費のうち、補助金交付の対象として交付要綱に定めら

れた経費（以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において間接補助対象事業者

に対し第８条に示す（交付の決定及び通知）を実施し、補助金を交付する（交付決定通知書を受領

した「間接補助対象事業者」は、「間接補助事業者」となる）。交付にあたり、間接補助対象事業者

は次の①から④に掲げるいずれにも該当しない者であることを、交付申請の際に宣誓することを

必須とする。 

① 法人等（個人又は法人をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）で

あるとき 
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② 法人等の役員等（個人である場合はその者をいう。以下同じ。）が、自己、自社若しくは第三

者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利

用するなどしているとき 

③ 法人等の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

④ 法人等の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき 

２ 補助対象事業の種目並びに補助対象事業の種目ごとの間接補助対象事業者、補助対象経費の

区分及び補助率は、別表に定めるとおりとする。 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に別表に定める補助率を乗じて得た額以内とする。 

 

（補助金交付申請） 

第７条 間接補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとする際は、速やかに様式第１交付申請

書、または事務局の定める電磁的方法による申請を事務局に提出しなければならない。 

２ 間接補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとする際は、暴力団排除に関する誓約書、及

び事務局が別途定める交付決定条件の充足を証する書面を前項の申請に添付するものとする。 

 

（交付の決定及び通知） 

第８条 事務局は、前条の規定による補助金交付申請書等の提出があった際は、審査の上、交付決

定を行い、様式第２交付決定通知書により通知するものとする。 

２ 事務局は、前項の通知に際して、必要な条件を付すことができる。 

３ 前条の規定による申請がなされてから、当該申請に係る第１項による交付決定を行うまでに通

常要すべき標準的な期間は１４日とする。 

 

（交付決定の変更等の申請） 

第９条 間接補助事業者は、補助対象事業の内容を変更する際は、様式第３交付決定変更申請書を

事務局に提出し、その変更について事務局の承認を受けなければならない。ただし、軽微な場合

を除く。 

２ 事務局は、前項の承認に際して、必要な条件を付すことができる。 

 

（交付決定の変更及び通知） 

第１０条 事務局は、前条の規定に基づき交付決定変更申請書の提出があった際は、審査の上、交

付決定の変更を行い、様式第４交付決定変更通知書により間接補助事業者に通知するものとす

る。 

２ 事務局は、前項の通知に際して、必要な条件を付すことができる。 

 

（登録情報の変更等の申請） 

第１１条 間接補助事業者は、登録事業者情報（事業者名、代表者氏名、ご担当者名、ご連絡先、

E-mailアドレス、振込先銀行情報）の内容を変更する際は、様式第５登録事項変更申請書を事務
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局に提出し、その変更について事務局の承認を受けなければならない。ただし、軽微な場合を除

く。 

２ 事務局は、前項の承認に際して、必要な条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第１２条 間接補助事業者は、補助金の交付の決定後、その交付の決定に係る申請の取り下げをす

る際は、交付決定の通知を受けた日から起算して３０日以内に、その旨を記載した書面（様式自

由）を事務局に提出しなければならない。 

 

（進捗状況報告） 

第１３条 事務局は、必要があると認めるときは、間接補助事業者に対し、補助対象事業の進捗等

に関する報告を求めることができる。間接補助事業者は、事務局の要求があった場合には、速や

かに様式第６事業進捗状況報告書を事務局に提出しなければならない。 

２ 間接補助事業者は、補助対象事業の全部が補助対象事業年度内に完了しない見込みとなったと

き、又は補助対象事業の遂行が困難となった場合には、速やかに事務局にその旨を報告し、必要

な指示を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第１４条 間接補助事業者は、補助対象事業が完了（事業の中止等の承認を受けた場合を含む。）

した際は、事業完了日から起算して１０日以内又は別途に事務局より定められた日のいずれか早

い日までに様式第７事業完了実績報告書を事務局に提出しなければならない。 

２ 間接補助事業者は、やむを得ない理由により事業完了実績報告書の提出が遅延する場合には、

あらかじめ事務局にその旨を報告し、承認を受けて必要な指示を受けなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第１５条 事務局は、前条第１項本文の規定による事業完了実績報告を受けた場合であって、その

報告に係る補助対象事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合す

ると認めた場合は、交付すべき補助金の額を確定し、様式第８額の確定通知書により間接補助事

業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１６条 補助金は、前条の規定により補助金の額を確定した後に支払われるものとする。 

２ 間接補助事業者は、補助金の支払いを受けようとする際は、様式第９補助金支払請求書を事務

局に提出しなければならない。 

 

（事業の中止等） 

第１７条 間接補助事業者は、補助対象事業の全部若しくは一部を中止、廃止又は譲渡等を行おう

とする場合は、その旨を記載した書面（様式自由）を事務局に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

 

（交付決定の取消し） 
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第１８条 事務局は、前条の補助対象事業の全部若しくは一部の中止若しくは廃止の申請があった

場合又は次の各号のいずれかに該当する場合には、第８条の交付決定の全部若しくは一部を取り

消し、又は変更することができる。 

一 間接補助事業者が、法令、本規程又は法令若しくは本規程に基づく事務局の処分若しくは指

示に違反した場合 

二 間接補助事業者が、補助金を補助対象事業以外の用途に使用した場合 

三 間接補助事業者が、補助対象事業に関して虚偽の申請ないし報告を含む不正、怠慢、その他

不適当な行為をした場合 

四 間接補助事業者が、第５条ただし書きに定める宣誓に違反した場合 

五 間接補助事業者が、補助金を活用して取り組む事業に対する国（独立行政法人等を含む）が

助成するほかの制度（補助金、委託金等）との重複受給等が判明した場合 

六 間接補助事業者が、第１３条に定める事業進捗状況報告書を提出しなかった場合 

七 間接補助事業者が、第１４条に定める期限内に事業完了実績報告書を提出しなかった場合 

八 交付決定後に生じた事情の変更等により、補助対象事業の全部又は一部を継続する必要がな

くなった場合 

２ 事務局は、前項の規定による交付決定の取消しを行った場合において、既に当該取消しに係る

部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を

命ずるものとする。 

３ 事務局は、第１項第一号から第七号までのいずれかに該当することにより、前項の返還を命ず

る場合には、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて年利１０．９

５％の割合で計算した加算金の納付を併せ命ずるものとする。 

４ 第２項の補助金の返還期限は、補助金の交付決定の取消の通知の日から２０日以内とし、期限

内に納付がない場合は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年

利１０．９５％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（補助金の整理） 

第１９条 間接補助事業者は、補助対象経費に係る補助金について収入及び支出に関する帳簿を備

え、ほかの経理と区分して補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 間接補助事業者は、前項の帳簿とともにその内容を証する書類を整理して、補助対象事業の完

了する日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（取得財産等の整理） 

第２０条 間接補助事業者は、取得財産等に関する特別の帳簿を備え、取得財産等を取得し、又は

効用の増加した時期、所在場所、価格及び取得財産等に係る補助金等の取得財産等の状況が明ら

かになるよう整理しなければならない。 

 

（帳簿等の保存） 

第２１条 間接補助事業者は、次の各号に掲げる帳簿等を、次項で定める期間保存しておかなけれ

ばならない。 

一 取得財産等の得喪に関する書類 

二 取得財産等の現状把握に必要な書類及び資料類 

２ 前項で規定する期間は、処分制限期間告示に定める期間とする。 
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（取得財産等の管理等） 

第２２条 間接補助事業者は、取得財産等について、補助対象事業の完了後においても、善良な管

理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならな

い。 

 

（取得財産等の処分の制限） 

第２３条 間接補助事業者は、取得財産等について、補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）を勘案して、大臣が別に定める期間を経過す

るまでは、事務局の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して処分をしてはならない。 

２ 間接補助事業者は、前項の処分をしようとする際は、あらかじめ様式第１０財産処分承認申請

書を提出して事務局の承認を受けなければならない。 

３ 事務局は、前項の承認をしようとする場合において、交付した補助金のうち第１項の処分時か

ら財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分を原則として返還させるとともに、さら

に、当該処分により間接補助事業者に利益が生じる際は、交付した補助金額の範囲内でその利益

の全部又は一部を納付させることとする。 
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別表 

補助金の名称 

補助事業 

補助率 補助対象 

経費の区分 
内容 

交通サービス

利便向上促進

事業（間接補助

事業） 

旅客自動車運送事業

者等による訪日外国

人旅行者が公共交通

機関でストレスフリ

ーに旅行できる環境

を整備するための経

費 

リフト付きバス １／４又は通

常車両価格(※

１)との差額の

１／２のいず

れか少ない額 

連節バス、ＰＴＰＳ車載器等、BRTの停

留施設の整備、サイクルバス、水陸両用

バス、オープントップバス、上記以外の

バス（例：レストランバス 仮想現実等

の車内でエンターテインメントを提供

する車両等）、ジャンボタクシー、多言

語案内用タブレット、多言語翻訳システ

ム機器、多言語案内サイネージの導入、

ホームページの多言語表記、多言語研修

の実施、多言語バスロケーションシステ

ムの導入、その他の多言語化に関する取

組、日本の交通ルール説明用多言語パン

フレット等作成、訪日外国人旅行者運転

中ステッカー作成、訪日外国人旅行者ド

ライブ支援アプリ開発、無料公衆無線Ｌ

ＡＮ （無料Ｗｉ-Ｆｉ）、クレジット決

済機器、交通系ＩＣ決済機器、二次元コ

ード決済機器、その他のキャッシュレス

決済機器、ＥＴＣ読取機・プリンターの

導入、バス車両又はバスターミナルのト

イレの洋式化 

１／３ 

(※２) 

 

情報端末への電源供給機器、非常用電源

装置 

１／２ 

 

１．補助対象経費には、土地の取得に要する費用を除く。  

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費

税相当分については、補助対象としないものとする。 

また、補助対象経費に係る消費税のうち、一部又は全部について仕入控除ができない場合は、

その旨を記した理由書を申請書に添付し、補助対象経費に係る消費税相当額も補助対象とする

ものとする。上記により消費税相当額を含めて補助対象経費とした場合は、様式第１１報告書

に当該補助対象事業完了年度の消費税の確定申告書等を添付して提出するものとする。 

３．（※１）の補助率については、通常車両価格はリフトを取り付けない同型車両の価格とする。 

４．（※２）のうち、ジャンボタクシーの補助率については、１両あたりの補助上限額は 60 万円

とする。 


